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経済学研究 49-1
北海道大学 1999.6

フランスの会計監査役の職務と監査基準

蟹江

1.はじめに

フランスにおける株式会社の紫去をは， 1966年

諸事会社法(loidu 24 juillet 1966 sur les 

soci仇お comm巴rciales)の務定に基づいて，

計監査役Ccommissaireaux comptes)によって

行われる。

商事会社法は，監査の主体である会計監査役

の資格要件，選校舎在期，職務，様線および責

任等にかかわる事項について窓めており，

律の主義照に関する1967年大統領令(以下，

令Jという)ならびに会計監査役の鞍業組織と地

る1969年大統領令と一体となって監査

鎖疫の枠組みを影成している。

しかしながら，法令によって余計監蓋役に与

えられる議務に関するあらゆる手続を詳細に援

制することは題難である。会計監査役が実施す

る監査手続や監査に付帯する様々な犠務におけ

る手続については， これを会計蹴査役という職

業専門家畠身の干による翠制に印せる方が望ま

しL、。

このため，法令の規躍は，会計監査役がいか

なる職務を与えられているのかという

の枠組みと，それぞ強うべき会計監資設の資格

饗件および職務議行を支援する職業組織につい

ての規定が中心となっている。そして，具体的

な手続の爽漉方法等については，鞍業組織たる

役全冨譲会(CompagnIeNationale 

des Commissaires aux Comptes; CNCC)によっ

て制定・管理される監査基準(norme)ならびに

各種実務指針等に委ねられているのである。

本小稿では，まず高事会社法によって示され

章

る会計監査役監査制度の枠組みを，とくに会計

に与えちれている職務を中心に雛観するo

その上で，異体的な監査手続等について規定す

る藍査基準の構造および意義について検討する。

これによって，フランスの会計監査役の職務に

はいかなるものがあり，ぞれらがどのような理

、て実擁されるのかが明らかになるで

あろう。

2. フランス監査制度の粋線み

商事会社法の株式会社の監査にかかわるー速

の幾定(第218条~第235条〕は，

査の主体として明示する麗定に始まる。そして，

会計監歪投として職務を行うための前提条件と

して， 会許監査役候補者名簿Cliste des 

commissaires aux comptes)への登銭について

る(第219条第 1遺，第219-1条〉。

さらに，会計監議役の要件および選任にかか

わる重要な事環として， との形式的

な関係に走塁践する欠格率由(incompatibili t品〉

ならびに禁止事項Cinterdiction)C第220条~第2

21-1条〉を具体的に競怒している。これらの境

監査主体たる会計監査役の独立性の確保

後目的としたものであり，高事会社法の監査規

定の中で一本の重要な柱&なるものである。

会計監査長役の選任主体は株主総会(assembl品e

g給品問l討であり(第223条第 I項)，任期は 6会

とされている(第224条第 l項)。その勉，

会計監査役の恐灘〈第225条)や解授〈第227条)，

補欠会計監遊役 Ccommissaire部主 comptes

suppl伺nt)の選在〈第223条)，さらに
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らははずれるが，企業のついての規定が鐙かれている。

議事会社法の監査規定の中で，

独立殺にかかわる規定と並んでもう

なっているのが，会許監査役の畿務に轄する襲

宅;'0

の職務は，一般

がnerale)，特別な取引に組閣する

vention cons品cutive a des operations 

particu1ieres decidおspar 1a societe)，特別な

る職務Cinterventionconsecutive 

主改部品venementssurvenant dans la soci批e)

ならびに特}jlj議務Cmissioぉ p拡がむな抗告re)lこ大

望号さされる。

会計監査設のー毅議務は，

Ccertificatiorかといくつかの特別jな検証(verifi-

cation specifique)からなる O 謀議事会社法の監

は，主にこれらの職務についての規定

が設けられている O

それによれば，

(com-

ptes consolid品s)が法令・基準準様性(r毛gulari-

七番〉と麗定適患の妥当性Csincるrit訪を議fこし，会

社または企業集窪の立す窓警義主務状態および或巣

についての真実かっ公正な域観Cimagefidさ1e)

を提供していることそ証絡するものとされてい

る〈第228条第 lおよび 2

一方，特別な検証として，株三Eに送付される

書類および、経営報告欝(rapportde gestion) 

または企業集団経営報告書(rapportsur 1a 

gestion du groupe)において提供される情報の

作成手続の妥当性撃ならびにそれらの情報と年

変許算書類または連総計算書類との合致の検証

〈第228条第3寝入および株主穏の平等が守ら

れていること

る。

長項〉が謹定されてい

また，職務遂行過棋で発見した法令・

反Cirregu1arite)および、誤謬Gnexactitude)の株

主総会への報告(策233条第 1項)も特別な情報

提供Cinformationsp的 fique)として会計監査

役のー駿職務に位関づけられる。

さらに，

経営危機を未熟に防止するという観点から，一

定の条件を議たす会社1)に対して作成が義務づ

けられている予鰭欝額等(予諜成栗計算書，

灘資金議遠言，-u議事資金計算警および波動資室長・

流動負龍要約表〉とそれに器付される分析報告

書に対する らびに必要な所見の表明がき

会計監査役の一般職務の一つに数えられている

(第340-2条)。

なお， この怖の特別な検証として，

法の規定の中に以下のような職務を見出すこと

ができる

・保証ー株に関する規定が守られていることの

5入または詩人に支払われた報

酬の合計額の証明〈第168条第4号〉

よび支記の獲得ならびに

関する情報の提供(第356条および

第356-3条)

よぴ成果表とそれに添付dれる

第297-1条〉

れた契約に演す

よび第50条〉。

一般職務と

査役の特徴的かっ重要な特別

一つの職務を規定している。一つはいわゆ

であり(第230寸条および第230-

他は違法行為の

faits delictueux)である

1)言筆者葬会社(soc泌総∞mmerciぷ診〉については， 会計

期王校に従業員数300人以上または線売上潟120万フラ

ン以上の会社が該当する〈滋総令室事244条第 i環〉。

2) Jacques POTDEVIN， Le Commissaire aux 
Comptes. DALLOZ，泌総， pp刷84弛 85.

3)フランスの株式会社においては取締役は定款で定

められた一定数の株式制係予ますることを義務づけら

れている(商事会社法第95条第 1~質)。会計監査役は，

取締役がこれを守っているこどそ検証するのである。

or警告手続」についての鋒総札機稿「フランスの
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の他の特定Ijな磯務については霊長経課定では言及

されておらず，霞事会社法の数ある規定の中に

散証するものをひとつずつ議glJしなければなら

ない。

衛事会社法の監資規定は，会計数査役の鞍務

のうちでもとくに一般職務とし

琶暁およびいくつかの持部な検証を中心に境定

している。後者についてはすべてがここに含ま

れているわけではないが， この一般総務を会計

監査役の「監査職務Jとして認識することができ

ょう。また， と途詮行為の告発

は，監査職務そのものではないと考えられる会え

室長交職務の実務通轄において常に意識されるべ

る職務である。したがって，

査職務との密接な関係を瑛自に監査規定の中に

謹かれていると見ることができる。

このように，商事会社設は，監査規定におい

て会計監査役の一般機務としての監査議義務を定

める一方で，会計臆議役が謂うべき役割として

の特別な職務をも規定している。しかしなが

監査職務にしてもその他の職務にしても，ぞれ

らをi議行する して実施されるべき手続は具

体的には示ぢれていない。また，とくに後者に

ついては，その全体像伝急激することさえ盟難

である。つまり，会計監査役の役割や職務の内

容を正しく認識するには，鶴事会社法の議諾だ

けでは不十分なのである。

そこで，商事会社法のこうした臨界を補うも

のが必要となる。この役笥を強うのが監査基準

に抽ならない。次部立下では，フランスの監査

る各製薬を穣観し，会計監査役の

職務の特徴と いて考える。

会計監ままを役による警告手続H経済学級究H北海道

大学〉第48巻策4号(199吉年〉を，また，違法行為の

告発jについては，同「プランスの会計監室長役議室査

における不iE綴発Jr経済学研究j第47著書第 2号

(1997年)をそれぞれ参照されたし、。

3.撃を査基準の体系と「都文Jの意義

ブランスで主主在見られる体系的な薮査基準が

CNCCによって編纂されたのは， 1987年9丹の

ことである 5斗したがって，フランスにおける

体系的な監査議準の盤史は極めて浅いことにな

るが，それがゆえに最近の監護喜子取り巻く環境

が制定当初から長狭冬れているものと考えられ

る。

現:tE灘用されている監策基準は， 1987年に編

纂されたものに改rrあるいは規認の追加・部徐

がなさ5れたものである。諸々の観定を兇れば，

と内容が大きく異なっているものも通う

ると J患われる。震を資基準が! Iある特定の

における一般に公定妥当と認められた監査提務

の賞受諾め，かっ，環鱗するうえで必要とされ

る監資に寵する顔剖，燐尉および手続等から成

る監査の幹細みを総称したものJ6)として理解

されるならば，監資実務の議緩や験資環境の変

化等を皮映して，護主査基準の内容が箆産される

のは当然のことと考えられる。ただし，

査役監査の根本海念および基本概念を表現した

ものである「前文JCsommaire d品taill心につい

ては，編纂さき時のまま維持されている。

さて，監査基準の本文!;t，

資設の資格要件や行動を競鵠する慕準(normes

relatifs au comportement professionnel)に始

まり，一般職務(すなわち監査職務)に関する慕

準(normesrelatifs a la mission g的品開1e)， 

特別な取引に起因する犠務，特別な毒事象iこ起関

する識務ならびに特別職務のそれぞれにかかわ

る基準によって構成されている。

これらの基準に，監資主体たる会計監査設の

5) Compag乱ieNationale 岳部 Commissaires 呈な茸

Comptes， Demarche et Org母nisation de la 

Mission Generale (Tome 1) (Collection Notes 

d'Informations No.12TomeJ)， CNCC Edition， 

1988， p.13. 

6)鳥羽変英 F霊友愛基準の芸基礎.1(第 2版)8銚簿房，

ぬ94年， 57Jr。
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職業上の倫理規定(coded'ethique profession 

nelle)が加わり，全体として会計監査役監査の

有効かっ効率的な実施，ならびに監査制度に対

する社会的な合意形成と信頼の確保が図られて

いる。

さて， 1987年 9月の編纂時から監査基準に付

けられている「前文」は，次の事項について説明

するものである。すなわち，

①会計監査役の職務の本質および役割(nature

et rδ1e du commissariat aux comptes) 

②会計監査役および経営者の責任(respon-

sabilite du commissaire aux comptes et des 

dirigeants) 

③手続上の義務(obligationde moyens) 

④経営への非干渉の原則 (reg1ede non-

immixtion dans 1a gestion) 

⑤職務上の意見および、勧告(aviset conseils 

dans 1a mission) 

⑥職務の継続性(caract色repermanent de 1a 

mission) 

⑦個人的判断の重要性Cimportance du 

jugement personnel) 

⑧組織的業務遂行と個人的関与(travai1en 

equipe et intervention personnelle) 

⑨自由職業に固有の規則の遵守(respectdes 

reg1es inherentes a une profession 1ibera1e) 

である 7)。

これらの事項からわかるように， i前文」は会

計監査役の職務にかかわる具体的な手続を示し

たり，その行動を規制したりすることを目的と

するものではなく，会計監査役の職務の本質と

役割，監査上の責任や義務，あるいは会計監査

役の監査への関わり方などを説くものである。

「前文」の意図するところは，監査にかかわりを

もっ者(会計監査役自身，経営者および監査結

果の利用者)に会計監査役の職務や役割などに

7) Compagnie Nationale des Commissaires aux 
Comptes， Normes-Commentaires， Deontologie， 

CNCC Edition， 1998， p.19. 

ついて教育・啓蒙することにあるといえよう。

一般に，監査人の役割についての記述は監査

基準の基礎を構成するものとしてその重要性が

認識されなければならず，とくに，監査に関す

る規則や手続についての解釈は，最終的には監

査人の役割に照らして判断されるべきであると

されている九また，監査が社会の構成員によっ

て正しく理解され受け入れられるためには，監

査関係者聞における監査人の役割についての合

意が前提となると考えられている九

こうした観点からすると，フランスの監査基

準の「前文」がまず会計監査役の職務について，

「財務情報に対して専門的かっ公正な意見を表

明して，財務的関係の安全性確保に貢献するこ

とを一般的な目的とするJIO)と述べ， さらにそ

のために実施される具体的な職務内容(計算書

類の証明，特別な検証，特別な職務など)につ

いても記述していることは11)実に理に適って

いるということになろう。

今日，監査人と経営者の責任の所在に関して，

いわゆる「二重責任の原則」が強調されている。

すなわち，監査の対象となる会計情報の作成責

任は経営者にあり， これに監査意見を表明する

ことが監査人の責任であるとされ，監査の主体

と監査される側の責任を峻別するのである。

フランスの監査基準の「前文」もこれについて

触れているが，単に情報の作成と監査という観

点だけではなく，経営行為にまで言及して会計

監査役と経営者の責任の峻別を説いている点が

注目される。経営行為に関連して会社または経

営者が犯した法令違反等に関しては，それを犯

した会社または経営者が責を負うべきものであ

り，会計監査役は，正当な注意を怠ったことに

よってそれらを見逃したのでなければ，当該行

為についての責任は問われない旨が述べられて

8)鳥羽，前掲書， 59頁。
9)向上書， 62頁。
10) CNCC(1998)， op.cit.， p.21. 
11) Ibid.， pp.21-22. 
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いるのである

このように，会計監査役と経嘗者の責扱の峻

叡が，会計情報に関連するものだけでなく

いてまで言及されているのは，

資役の監査職務が情報監査にとどまらず実態監

査をも含むものであることを京映していると

ることができる:九

f議文jには，監査に関しての正擦な認識と

査開探考間での明確な合意形成が必要と怠れる，

躍誌の本質にかかわる記述が晃られる。ぞれは，

会計監査役の毅蕊が試査に慕づくものでありす

べての取引会議査するものではなく，また，取

討に含まれている可能設のあるすべての法令・

基準濃淡や誤謬を計画的に謂査するものではな

いということである。

会計監査設は，職業専門家に対し に期

待される正当な詮撃を払いながら，その専門的

能力を活問して職務を遂行することを義務づけ

られている。そして，その結巣とし

る意見の表明が行われる。つまり，会

な在意を払って職業専門家と

して適切な手続安実施したか活かを関われるの

である。職務遂行に当たってこうした義務が誠

実に果たdれていれば，

上の潔任を解諒され，

12) Ibid.， p.22. 

13) r情報室主室長Jとは，立言〈言明や線述)の内容・根拠

そ証拠づけることによって，~波線述が信頼できる

もので重うるか，あるいは妥当であるかどうかについ

で慾兇を表明すること後問的とする監変の熊毛筆であ

る。一方， r~寝室襲撃をま変j とは， シンボルとしての情

報の背後にある行為く業務〉の内容，根拠，かかる行

為が行われた状況等を競べることによって，当該行

為が妥当なものであるのか，さき号きをはじめとする各

種鋭戦〈自徐規範を含む)に禁事告書したものであるのか，

ぢらにはかかる行為が効選終的になされていたかどう

かについて，換言言すれば.人間の行為や判断そのも

のの適否等について索、交を表明することぞ筏約とす

る皇室賓の態様であるく鳥滋至芙「実態駁資怨言語序言語一

「業務j概念との決別 Jl'JICPAジャーナル.INo.

485， 1995まふ 4宮-50頁)。

14) CNCC(1998)， op.cit.， pp.22吋 23.

が，監査職務上果たすべき義務と負うべき

の範部が明確にされているといえよう c

この的，経営への非ぉ干渉の療員IJについ

は，務事会社法の規定(第228条第 3項〉を解

るものということができる。このような原

資IJが存在すること，およびそれが会計監査役の

投書せについての教育・啓蒙の意味をも

に記されていることは，

の職務の対象が経営行為にまで及ぶこととかか

わりがあるちのと考えられる O すなわち，先に

触れたように，会計監査役の監去をが実態監査と

しても麗関されることを皮映しているのであり，

その中で，経営行為への干渉という問題が発生

する恐れがあること していると解釈でき

るのである。

もちろん，監査敬務遂行上，必袈な資料の入

らびに手紙の実施が保証されなければなら

ない。しかし，その一方で，ぞれが無用

に干渉するようなものであってはならないこと

はいうまでもない。とくに，実態監査が爽施さ

れる局面では，この癌員IJの意昧するところが明

確にされ，そして遵守されなければならない。

フランスの監査基準が「前文jにおいて会計監

査役の投掛や愛任などについての教育的・

的な問主性を行っていることは，監査が有効に実

務されるのに不可欠な護費関係者間の合惑を形

成するために大さな意義をもつものと評鑑でき

るであろう。

ヰー「職業行動基準jの構i設と意義

フランス

等について

る「前文J

は，会計監査役の設割

.啓蒙を意留した記述からな

私基準の本文として最初に「職

業行動基準Jが設けられている。そこには次の

7犠設が規定されている朗(規定の内務につい

15) Ibid.， p.31. 

Compagnie Nationale des Co絞殺issairesa ux 

Comptes， Bulletin， No.110， 1998， p.137. 
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ては巻末く付録>を参照)。

11.独立性Cindependance)

12.専門的能力(competence)

13.業務の質(qualitedu travail) 

14.守秘義務(secretprofessionnel) 

15.職務の受諾と継続 (acceptation et 

maintien des missions) 

16.意見，勧告および助言Cavis，recomman-

dations et conseils) 

17.会計監査役の職務の集団的実施Cexercice

coll句ialdu commissariat aux comptes) 

これらの規定には，それぞれにかなり詳細な

注釈(commentaire)が付けられている。そこに

は，当該規定の根拠となるかまたは関連する法

令等の条文や，規定自体または関連条文の解釈・

解説などが記述されている。こうした注釈は，

いわば準則的な性格と役割をもっており，基準

の規定と一体を形成するものとして理解される

べきであろう。

さて，会計監査役の役割等について監査関係

者間での合意が形成されると，それを担うべき

者に求められる要件が明らかにされ，また，会

計監査役が職務を遂行するに際して取るべき基

本的態度ないし姿勢が示される必要もある。監

査が有効に実施され，関係者に受容されるため

には，こうした要件等に関する共通認識と合意

の成立が前提とされなければならないからであ

る。

「職業行動基準」に規定されている事項は，い

ずれも監査の有効性と信頼性を左右するという

意味で極めて重要である。これらのうちの一つ

でも満たされないものがあれば，監査の結果が

社会によって受容されることはないであろう。

そればかりか，法的に制裁を受けることすらあ

りうるのであるヘ

16)例えば，商事会社法第456条は次のように規定して，

独立性を欠いた監査を厳しく処罰する姿勢を示して

いる。

「個人としてまたは会計監査役会社の社員として，

法定欠格事由を遵守せず，これを承知で会計監査役

2節で見たように，商事会社法は会計監査役

の独立性を確保するために多くの規定を割いて

いる。監査基準は，商事会社法の意を受ける形

で，最初に独立性を要請する規定を置いている。

また，会計監査役としての専門的能力を確保す

るために，商事会社法が定める会計監査役候補

者名簿への登録と知識の補完・更新が要請され

る。これらの資格要件を満たした上で，会計監

査役は，自らに課せられた倫理と責任に適う業

務の質を達成するために，職業意識と正当な注

意を払って職務に当たらなければならないとさ

れている。

これらの規定を含めて， r職業行動基準」は会

計監査役自身が自らの行動を自己規制すること

によってのみ満たされうるもののように思われ

る。そもそも監査基準は，会計監査役の職業組

織たる CNCCの手になるものであり，職業規

則IJ(r句1eprofessionnelle)としての性格をもっ。

これを遵守するか否かは，基本的に職業専門家

自身の問題であり，職業倫理の問題として理解

されるべきである九実際， CNCCの職業倫理

規則の一般原則は， r会計監査役は，法令およ

び職業規則にしたがわなければならない」と規

定している。

「職業行動基準」の規定は，会計監査役が実施

するすべての職務に適用される。そしてそれは，

商事会社法をはじめとする法令や職業倫理規則

に支えられ，また，規定に対する違反には制裁

が予定されている。「職業行動基準」は，会計監

査役がその職務を遂行する際の規範としての意

味をもっということができょう。そして， ，この

規範によって，会計監査役の職務が，関係者間

で合意された役割を果たすのに十分な水準に達

していることを保証することになるのである 18)。

の職務を引き受け，実施し，または継続した者は，

6ヵ月の禁固および6万フランの罰金，またはその

いずれか一方に処す」

17)鳥羽，前掲書， 69頁。

18)向上書， 68頁を参照のこと。
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5. i実施基準」の構造と意義

会計監査役の役割，責任ならびに職務遂行上

の規範が示され，それらについての合意形成が

図られると，次に会計監査役の役割がどのよう

にして果たされるのかが明らかにされなければ

ならなし、。一連の監査プロセスがいかなる要素

から構成され，それらが何を目的にどのように

実施されるのかなどが示される必要がある。

フランスの監査制度は，商事会社法によって

その枠組みが示され，その中で会計監査役の基

本的な職務が明らかにされている。しかしなが

ら，商事会社法はその具体的な実施方法にまで

踏み込んで規定しているわけではなく，それら

については監査基準に委ねる形をとっている。

その上で，監査基準に規範性をもたせるために，

その制定主体である CNCCに対して法的に裏

づけられた地位を付与し，また，基準違反に対

しては法的な制裁を用意しているのである。

「実施基準jは，会計監査役による監査の具体

的な実施プロセスと内容を規定する。そこに含

まれる規定は，巻末のく付録>に掲げた通りで

ある。各規定には， i職業行動基準」と同様，準

則としての性格と役割をもっ詳細な注釈が付け

られている。これは，関連する法令あるいは具

体的な手続や事例をあげながら基準に規定され

ている内容を解説するものであり，会計監査役

にとっては実務の指針として機能する。また，

監査の利用者には，会計監査役の監査がどのよ

うにして行われているのかを垣間見せるものと

なろう。

さて， i実施基準」に含まれる規定は，いくつ

かのまとまりとして把握することができるよう

に思われる。

第一に，計算書類の証明という会計監査役の

基本的な職務を実施するためのプロセスを規制

する規定がある。ここには，被監査会社につい

ての概要把握とそこに内在するリスクの識別・

評価に基づく業務計画の策定，監査計画策定の

基礎となる内部統制あるいは統制リスクの評価，

監査証明を行うに足る合理的な基礎をえるため

の十分かつ適当な監査証拠の入手，ならびに実

施された監査の資料的裏づけとしての監査調書

の作成が含まれる。

これらの規定は，計算書類の証明に至る監査

プロセスの輪郭を示したものといえる。そして，

それぞれの段階で実施されるべき手続など、につ

いては詳細な注釈が付けられており，これによっ

て監査の実務指針としての機能が保障される。

また， これらの基準が遵守されることによって，

監査基準が予定する監査の水準が達成され，社

会的な要請を満たすことが可能となるのである。

第二の規定群としては，会計監査役による他

者の業務の利用にかかわる規定がある。ここに

は，内部監査人(auditeurinterne)，公認会計

士(expert-comptable)，被連結企業の会計監査

役，特定の事項についての専門家(expert)なら

びに共同会計監査役 (co-commissaireaux 

comptes)の業務の利用に際しての留意事項等

が規定される。

第三にあげられるのは，年度計算書類および

連結計算書類以外の情報に対する証明または調

査についての手続に関する規定である。ここに

は，中間決算書類の証明や予測書類等に対する

限定調査の実施についての規定が見られる。ま

た，経営報告書や株主に送付される書類におい

て提供される情報の検証や，資本参加に関する

情報の検証も会計監査役の監査職務の中に含ま

れていることがわかる。さらに，租税措置に

かかわる計算の証明や，証券取引委員会(Com-

mission des Operations de Bourse;COB)への

提出書類に含まれる情報の検証といった職務に

ついても規定されている。

このように，会計監査役は，年度計算書類お

よび連結計算書類という株式会社の基本的な公

表会計情報の監査だけではなく，公表・非公表

を問わず，その他の様々な情報についても職業

専門家という立場での証明または調査・検証を

求められているのである。そして，その際には，

監査規範でありまた実務指針である監査基準の
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存在が，社会的に受容しうる職務の水準を保障

することになるのである。

最後に， I実施基準」には実態監査にかかわる

規定が見られる。規制された契約の検証，保証

株の検証，株主聞の平等の検証，法令・基準違

反および誤謬の株主総会への報告に関する規定

がそれである。いずれも商事会社法の規定を背

景にしており，会計監査役の関与に法的な根拠

が与えられている。

これらは経営者をはじめとする会社内部者の

行為に関わる事項であり，監査職務の遂行過程

において留意されるべきものである。そして，

もし会計監査役がこれらの事項についての違反

を発見すれば，その事実を指摘することになる。

会計監査役は，これらの事項を対象とする特別

な検証作業を実施する必要はなく，監査職務を

遂行する過程で明らかになった事実だけを考慮

するものとされている。また，実態監査の性格

上，上記の事項に違反する事実が存在しないこ

とを保証するわけではない。該当する事実の存

在が明らかになった場合に，それを指摘するか

またはそれについての必要な意見を述べるに過

ぎないのである。

「実施基準」の規定から，会計監査役の監査職

務が情報監査にとどまらず，実態監査をも含む

ものであることが明らかになった。情報監査は，

法令・基準準拠性，規定適用の妥当性および真

実かっ公正な概観の提供という要件が満たされ

ているかどうかの検証を通じて，年度または連

結計算書類によって提供される会計情報の信頼

性を保証する。一方，実態監査は，会計情報を

作成する経営者の行為や判断について調べる。

また，会計情報の作成システムの整備状況やそ

こで行われる行為の適法性・妥当性を検証する

ことによって，会計情報の作成プロセス自体の

信頼性が確かめられる。これらの検証がひいて

は会計情報の信頼性を裏づけることにもなるの

である。

実態監査の結果は，通常は情報監査の結論す

なわち監査証明に取り込む形で表わされること

になる。ところが，フランスの会計監査役監査

においては，実態監査の結論はその多くが監査

証明とは独立の意見として表明される。それゆ

え，実態監査は単に情報監査の結論を得るため

のプロセスとして存在するのではなく，それ自

体が会計監査役の監査職務の主要な構成要素と

して位置づけられていると理解できる。その一

方で，情報監査と実態監査は同時に実施され，

結論が同時に表明されなければならないという

意味で，両監査は会計監査役の監査職務におい

て融合され不可分の関係にあると考えられるの

である。こうした解釈は， I報告基準」の規定を

検討することによってより明確になるものと思

われる。

6. I報告基準」の構造と意義

監査業務が実施され，監査の主題に対して表

明すべき結論が得られると，次にそれを利用者

に対して伝達するプロセスに進むことになる。

このプロセスを規制するのが「報告基準」である。

具体的な規定は巻末のく付録>に掲げた通りで

ある。各規定に詳細な注釈が付けられているの

は他の基準と同様である。また，注釈に加えて，

各業務の結論を報告するに際して用いる報告書

の様式が添付されていることを指摘しておく。

さて，会計監査役の最も重要な職務は，いう

までもなく年度計算書類および連結計算書類の

証明である。商事会社法が規定するように(第

228条第 1項および第2項)，会計監査役は，年

度計算書類および連結計算書類の法令・基準準

拠性，規定適用の妥当性ならび、に真実かっ公正

な概観の提供を証明する。証明の内容(無限定

証明，限定付き証明または証明拒否)は，一般

監査報告書(rapportg白 eral)(連結計算書類に

ついては単に「監査報告書J(rapport)と呼ばれ

る〕によって株主をはじめとする被監査会社の

利害関係者に伝達される。「報告基準」はまずこ

のことを示した上で，年度計算書類に対する一

般監査報告書ならびに連結計算書類に対する監
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れるべきその鉛の事現そ規定

している。

それによれば，年度およ

接見に加えて，南報告書には附属明結審Cannexe)

において適坊に開示されている情報を強調する

という観点から新晃Cobservation)が記載され

ることがある。また，

構成するもう一つの按素である特別iな検証の結

とくに求められ

されることもある。ただし，

として実施されるものと理解さ

議事実が存在する場合にきき

れるのであり， f可ち指摘すべき

ければその詮〈つまり，検証の結梁，

指摘すべき事実は発見されなかった旨〕だけが

記される。

さらに，章義務議行の過程で法令・

誤謬を発見した場合には，これを藍議報告書lこ

して株主総会に報告することになる。これ

も実藤監査の結果の伝達として理解されるべき

であるから，何らかの事実を発見した場合にだ

け当該事実が指摘されるに過ぎない。なお， {可

も指摘されない場合マも，会計監査投は法令・

しないこと安祇明も保護E

もするわけではないのはいうまでもない。

監査報告書に記載され

施して得られた結論であるから，会計監資役の

監査職務を構成する博報監査にかかわるものと

かかわるものの持方が含まれること

になる。とくに，特別な検証の結果報告や法令・

よび誤謬の指譲は，実藤議定査の結論

を情報慰霊まの結論である「統明jとは別個に伝え

るものとして枝問される。

豊定資報告喜警は監査業務の結論を伝達するとい

い会計監査役とその他の

して機能することを期待ちれている。このため

に監蕊結果の漉切な理解に必要な情報が与え

られることが努ましい。

f報告基準J!ふ李首局者に対して年震設算書類

および連結計算書類の作成責任と会計穀査f交の

監査責廷の峻別を聞すメッセージ

に記載するよう

かなる投機をも

る。また，監査職務がい

どのような目的で実擁され

ているのかを記述することとしている。浅らに

は，こうした監査の詩的を達成するために，毅

したがって正当な主主主撃が払われ， その

として表明された監査意見を支える合理的

られていることを明言するよう求め

てし、る。

会計議長資役と慌査の手段思者と

を給ぶ唯一Q)道具である。そこには，

巣を適切に離解するのに必裂な事項が盛りiみま

れることが望ましい。ただそうはいって払

は監査について監査属探蓄を教育・啓

蒙するための滋呉ではない。むしろ，会計監査

役の役割や監禁の機能についての一通りの知識

している者を対象として作成されていると

る方が安当かもしれない。したがって，

報告書に監査に認するあらゆる事現を盛り込む

のはむしろ記述内容が額維になり，かえって重

要な事項が適切に{云わらなくなる恐れがある。

それゆえ，会計監査役の役割や監査の慈本的な

機能などについては監査基準の規定するところ

に委ねるか，あるいはまた，そのことだけそと

くに記述する到の警類を作成・添付するなどの

方策を講じ監査報告審には鞍査業務の結論と

それを適拐に理解するのに必繋な最小眼の事項

だけ伝記載するにとどめるべiきであろう 19)。

こうした観点からすると， ブランスのf報告

として要求し

ている事項は，やや過剰であるようにも思われ

る。むしろ，十分に整備された霊長査基準に委ね

るとの姿勢をより鮮明にするのも一策ではない

19)監査報告を著書に記載されるべ義者葬演について，筆者は

jjlJ稿(1フランスの監査報公選警の構造と分析Jr綴淡

学研究J第m議第 1号，1望号?年〉において， これとは

やや異なった見解を述べている。とくに，躍をままの理

念，監査人の役書lJ.鐙径など，本来，霊主査委基準など

の教育・襲撃畿を自約とした刻の手段によっ七伝主主さ
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だろうか。もっとも，監査および会計監査役を

取り巻く環境，とくにいわゆる「期待ギャップ」

への対応という点を考慮すると，監査基準に委

ねるべき教育・啓蒙的な事項までもが監査報告

書に盛り込まれているという現状を容認せざる

を得ないのかもしれない。

なお， I報告基準」には，監査証明の内容に応

じた監査報告書の様式が添付されており，会計

監査役はこれらの様式にしたがって「証明Jなら

びにその他の事項の伝達を行う。標準的な様式

が監査基準に明示されていることは，すべての

監査関係者が監査報告書についての共通認識を

もつことができるという意味で有意義である。

「報告基準」は，計算書類の「証明」以外の監査

職務にともなう結果の報告についても規定して

いる。年度計算書類および連結計算書類のほか

にも様々な情報が作成され，会計監査役によっ

てその調査・検証が実施される。これらの情報

は，会社外部へ公表されるものもあれば，内部

的に利用されるものもある。しかし，いずれに

しても，会計監査役が何らかの関与をした場合

には，結果の報告を求められることになろう。

「報告基準Jがこうした報告の指針を提供する。

基準の規定にしたがうことによって，報告内

容に関する暖昧さや様式の不統ーによる混乱を

回避し，会計監査役の報告業務とその前提とな

る調査・検証業務そのものの質も一定以上の水

準を確保することが可能となろう。

実態監査としての性格をもっ規制された契約

の検証結果は，一般監査報告書とは別の特別報

告書(rapportspecial)によって報告される。特

別報告書の様式も「報告基準」によって与えられ

ている。実態監査の結果が，情報監査とは別に，

しかもそのためにとくに用意された報告書によっ

て伝えられるというところに会計監査役の職務

れるべき事項をも監査報告書に盛り込むべき旨を主

張していた。こうした本小稿と矛盾するような主張

は，当時の筆者の認識・理解不足に起因するもので

ある。現時点では，本小稿における記述内容の方が

妥当であると考えている。

に関する一つの特徴を見出すことができる。

さらに，場合によっては「証明」に影響を与え

るか，あるいは会計監査役自身による強調ない

し注意喚起情報の提供が必要になるような事項

が存在する(会計規則・方法の変更および被監

査会社の経営の継続性)。これらの事項の検討

は実態監査的な性格をもつが，その結果は「証

明」すなわち情報監査の結果の中に取り込まれ

る。監査職務の枠内では， こうした事項は別個

の報告対象とはされておらず，監査証明の修正

(限定付き証明または証明拒否)をもたらすか，

あるいは所見の記載という形での情報提供かの

いずれかの形がとられるのである。情報監査と

実態監査の融合を象徴する事項であるように思

われる。

「実施基準」の分析から，フランスの会計監査

役による監査職務は，情報監査と実態監査を融

合したものであると結論づけた。こうした理解

は， I報告基準」の分析によってより一層明確に

なったように思う。会計監査役の監査職務は，

監査の主題についての調査・検証を通じて証拠

を収集し，それらによって裏づけられた結論を

報告する一連のプロセスである。監査業務にお

いて情報監査と実態監査が融合されていても，

その結果を適切に伝達するための道具が用意さ

れていなければ，会計監査役監査の目的は達成

され得ないであろう。以上で見たように， I報

告基準」は伝達手段についての要請に応えるも

のであり，監査利用者に監査の結果を適切に伝

達するのに貢献するものと評価できょう。

7. その他の職務に関する基準

フランスの監査基準は，会計監査役の一般職

務(監査職務)に関する規定に加えて，その他の

様々な職務についてもその規範あるいは実務指

針としての性格をもった規定を設けている。紙

幅の関係上，ここではそれらについて詳しく述

べることはできないが，商事会社法によって会

計監査役に与えられている職務について，これ
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与を 3つの体発に分類してその実施および報告な

ど、について規制しているヘ各規定には，一般

職務に関するものと向じような詳細な注釈が付

けられ，また，結楽を報告するための報告書様

式が添丹容れている O

ここに境窓されている職務比一部を徐いて

麹事会社法の監澄渡窓には含まれておられ様々

な事項与を規制するその訟の条文中に数在するも

のであるG また，鶴事会社法以外の法令の要請

く職務も含まれている。ぞれらが，

議準を媒介として…堂に会しているわけであるO

これによって，会計監査役がどのような職務を

与えられているかを鳥綴することができょう。

これらの農定は，株式会社制捜ならびに社会に

おける慢報公開などにかかわる

20)これに該潟する職務iこ関する規定iこは，以下のよう

な議長題がつけられている。

31.会役が決定した柊531]な取引に起因する関与

311配当会の前ザムい

312.会議資一債権の相殺による株式払い込み

313刷応募優先権の廃止

314.転換絞僚の発行

315.章号線引受縁付き絞債の葬送行

317‘従業員のストックオプションの設定

318.減資

319.20年以上経過した利益証券の転換または翼

渓し

320.株式会事土への形態変笈

321.有5良資任会役からその他の商事会社への形

態認定更

322.委主上場株式の任意再綴

323.資本公募不動援投資民事会社の株式の再評

係

325.株式配当

327.資本参加証券の発行

328その他の有価証券の発行

329.室主総証券発行会議長によって公表される半期

報告審

330.反対売買会社が作成すると幹期報告努警の説明

331.普滋株式の転換による無滋決機配当後先株

式の創設

然議決権配労優先株式の害者金重株式への転換

332.株式会社および株式合資会社の形態変受

333.株式公開交換

促進するのに設立っているに違いない。

ここに議定されている職務比計算審頚の検

謂変あるいは証明を程的とする情報監査的

なものと，特定の取引についてその適様性や妥

当性などを検証することぞ内容とする実態監査

的なものとそ含んでいる。しかしながら，たと

じるような手続によって，あるいは

また，護主査職務との密接なかかわりの下で実施

されるものであっても，それらは監査そのもの

ではないように思われる。

こうした性格をもっ職務を規制する基準を室長

と時ぶことは適当ではなく，

役職務慕準J~または「識業観賞せj として区別する

方がよいのかもしれない。しかし，商事会社法

その他の法令がこれらの轍務を会計監査役に与

えているのは，職業監斎人としての知識や能力

35.会社で突発した事象iこ起因する関与

351.途法行為の共和国検察へのを告発

352.警告手続

353.会社の機織が義務そ緩行しない場合の株主

総会の招集

354者選E券取引委員会の情報ノートおよび説明ノー

トの監査

355.B.A.L.O. に公表される計算書書類の託明

356.事寺別な記E明
357債権率告書の査証

358.企業委員会からの情報繋議

359.銀行委主主会に擬出される誉棄翼の資絞(年度

計算簿類および連絡計算空襲類〉

360.0PCVMの保管機関による資滋保管業務

の毅査

361.公衆総与受け入れ機関による受け入れ資傘

の年度運湾計算害警

362.予測計算簿類の議選牽

363笠公共市綴iこ適用される潔錨草野潔iこ綴してい

る会教の会計監査役に与えられる職務

特別な綾務

41.出資検査役

42.合併検斎役

43政党または政治集B'Iの計算愛媛の紙明

44.株三立財産の取得

45.義務的資爽し

46弁護士決済独立金庫

47.公託人の会計管理潟自動処還の承認における

会員十滋査役の関与
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と，会社および社会における会計監査役の地位

を考慮してのことであろう。会計監査役が独立

性を維持しながらも被監査会社の内部に位置し

ていることは，これらの職務の実施にとって好

都合である。また，専門的な知識と経験を駆使

して会社の状況を把握して結論を導き出すとい

う監査のプロセスは，監査以外の職務において

も活用できるものと思われるO

この意味で，監査基準の構成要素としてこれ

らの規定を配置することに重大な問題はないと

思われる。むしろ，先にも触れたように，監査・

非監査(監査外)を問わず，会計監査役の職務と

されるものの全体が一覧できるということは，

会計監査役の社会的な役割を理解する上で有意

義であるといえるだろう。

8. むすびにかえて

フランスの会計監査役による監査ならびにそ

れに関連する職務は，商事会社法をはじめとす

る法令によってその枠組みが規定されており，

これにしたがって実施される。そして，これら

の職務にかかわる具体的な手続は， CNCCの手

になる監査基準によって明らかにされている。

この基準は，会計監査役の監査職務だけを扱う

のではなく，監査に付帯する職務をもその対象

に含んでいることから，会計監査役の「職務基

準」あるいは「職業規則」としての性格をもつも

のである。

監査基準は，会計監査役の監査等の職務に関

する規範性を備えた実践的指針であり，監査関

係者間で合意された職務の品質水準を維持する

ための基準でもある。また，会計監査役の役割

や責任についての記述を含むことから，監査関

係者間の利害調整の基準としても機能するもの

と考えられる。フランスの監査基準は，監査基

準が本来的に備えるべき性格を具備したものと

して評価できる。

さらに，監査基準がより専門的な技術基準と

しての役割を果たし得るように， CNCCは，情

報ノートシリーズCcollectionnotes d'inform-

ations)を発行し2九会計監査役が職務を行う

際のより詳細な指針を提供するとともに，基準

やその背後にある法令の規定等の理解を助けて

いる。同協会は，そのほかにも会計監査役の職

務の適正かっ効率的な遂行に資するために多く

の文献・資料等を発行している。こうした出版

物の発行は， 同協会付属の出版社である

"CNCC Edition"が受けもっている。

さて，監査基準の分析を通して明らかになっ

たように， フランスの会計監査役は年度計算書

類および連結計算書類の証明という情報監査を

その主たる職務としながらも，特別な検証，法

令・基準違反の発見・報告などの実態監査を一

般職務として実施する。そして，両監査の結果

は，いずれも一般監査報告書において，あるも

のは監査意見に反映させて，またあるものは別

個に報告される。さらに，実態監査の結果だけ

を伝えるための特別報告書も用意されており，

実際に多くの会社の年次報告書 Crapport

annuel)にこれを見出すことができる。

歴史的に見て，フランスの会計監査役の監査

職務は実態監査が中心であった。年度計算書類

の監査においても，適法性を重視した実態監査

としての会計監査が実施されていたと解釈でき

る。つまり，経営者の行動に対する株主や債権

者の不信感を払拭するための監視・監督という

意味合いがあったと考えられるのである。会計

監査役の監査が商事会社法の規定するところに

基づいて実施され，株主および債権者を保護す

るために経営者の受託責任の遂行状況を監査・

監督することを目的とするものであるというこ

21)本小稿執筆時現在， 25の情報ノートが発行されてい

る。そこには，監査プロセスにおける手続の解説な

どを行ったものや，監査職務に付随する監査周辺職

務の手続を詳しく示したもの，さらには，独立性の

ように会計監査役がi満たすべき要件を扱ったものも

含まれている。これらの情報ノートは，基準や法令

の改正に応じて改訂されるとともに，今後も新たな

事象に対応するために追加発行されるものと思われ

る。
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とからもこれぞ護づけることができょう。

ところが， 1967年に，証券市場における

投資家の利益を保護するために COBが創設さ

れ，爵務情報のディスクロージャー観樹が強北

された。また， 1980年結後iこ棺次いで出された

EU(当時EC)指令による会社誌の話む域内調和

化の影響で，年護計算書類やその後鎖度イとされ

される財務鵠報の

視されるようになった。そして，この情報監査

の機能を商事会社誌によって設議されている会

計監査役が陪時に受けもつことになったのであ

る。つまり，株主および穣権者の保護を目的と

する

lこ伶サ投投資家を保護するためのディスクロージャー

く付録>フランス滋変造基準(抄)

「磁業ょの行動禁準J

11.独立後

制藍における封務情報の信頼性の保誌に判麻袋

れることになったのである。

こうした中で， プランスの監査制度は，その

伝統的な実懇監斎の盟念を喪失することなく誰

し，今日再び鞠光を浴びるようになった実態

監査を会計監資設の通常の職務として泣置づけ

ているところに大きな特教がある。そして，

分に整綴された監査基準の存在が，これらーっ

ともに有効かっ適訪に実施され，社会

の期待に臨え，そして社会的信轄を勝ち得るた

めに大い

ある。

しているものと られるので

〔付記}ヌ料、議は，平成10年俊文総省科学研究資繍助金

〈奨励研究(A)10730062)による研究成果の…総である。

法，税務jおよび職業倫ま壌によって，会計監まま約交は独立であり，かっ独なであるように見えることを義務づ、けられてい

る。会計髭査役は公iEかっ3客観的にその事義務後遂行できるように，強rrの精神状態安緩争奪するだけでなく，公iEl除およ

び客観性を欠いているとみなされる恐れのあるあらゆる実際の関係から解放されていなければならなし、

会計監査役はまた，業務を委託する宅専門家または祷勤務が独立性の規長号令主義守していることを磁かめる。

12.専門約後カ

会計滋去を役後縁者名簿iこ重量録するために必要警な草壁絡が，法令によって緩められている。

dらlこ，会計監査役は，;a期的にその知選議与を繍完 l，最新の知識殺害量持する。会計霊主主祭役はまた， 業務会議さ認する専

門家または補助者が，話室実業務の性質および複雑さに適した能力会鍛えていること後篠かめる。

13.業務の質

会計室主交;似ま，その業務が会計撃ままま役としての倫理と紫綬に適合しうる十分な号室を達成できるような磯業意識ならび

に正当な主主主霊を払ってその職務を主主行する。

会計襲主主証役iま，矯激著者がき委託された業務の遂行iこ際して，問機の望室約基準を満たしていることを確かめる6

14.守秘義務

会計監査役iふ与をの職務上知り得fこ務災，記録および憾殺について守秘義務を重量うの

会計監査役iままにその補助穫が守秘義務に関する波長IJを自覚し，それ与を滋守していることを審議かぬる。

15.職務のぎを緩と継続

会計駁遣を役に提示されたすべての職務比その受話器に先立って笑綴可能性の検討が行われる。

主義記長された職務が後数の会計監査役の任命令必重要とする場合1;:1丸会計室主査役は，それぞれが別績の事務所に所属し

ているかまたはそれ後代袋していなければ当該業務委託をき量級することはできない。

会計監査役はまた，定期的に各委託委義務について，総務の議室』続iこ支障をきたすような事象がないかどうかを検討する。

会計監王証役はさらに，職業倫磯線別iこ幾定された職務の受諾，業務の開始および業務の中止に関するすべての競艇}そ
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滋守する。

16.l設見，勧繁および助言

経済学研究 49-1 

余計滋室長役比その磯務の遂行中iこ，検滋雲義務iこ燃して，企業に対してまたは会議長が検討している取引について窓見，

護主主をおよび童書蓄を与えることができる。

こ ø~室見，勧告および助言民独立後の綴翼IJおよび経営への券子主主の緩別会滋守して与えられなければならない。

17.会計霊~iを役の職務の集団的実施

後数の会計監査役が選任されていると弘被監査企業の法定監査機関となる会計監章受託役会を害事成する。

会計総資役の職務の集団的実施は，職業倫縫および行動に関する，そして職務の編成に関するいくつかの原別委遵守

すること令聖書求する。

機務実施の様式は，主として，芸名閥会計豊富宝証役聞の監査業務の分担および十分な文芸書イヒを目的としたそれぞれの芸能務

の格笈レビューに基礎をおく。

f祭主義喜義準j

2101.草案務の方針と計画

会計震をま葦役は，その職務の方針後決め委設婆な領域およびシステムを獲量挙できるように，i授業についての全絞約えま知織

をもたなければならない。

このアプローチは，計算審類;こ対して主豪華芸な影響をもちうるりスクを謀長室せすることそ自約とし，監査の当初の予まさ作

成と後の職務計画を条件づけることになる。予定作成と計画によって，次のことが可能となる:

一重要性の関値を考慮して監翌をの↑投資と範闘を決定すること

できる限り合理的に，最大限のøJ~斜没後もって，そして定められた期間内に絞明という目的を達成するために，職

務の実施を組織化すること

2102.内務統制の評価

会絞約重義務雪tjiljjあるいは職務計磁によって与えられた方針から，会計監ままま役は，滋切な計算書類の監査官十磁後作成す

るために，一方で後奪還しよう之こする内務総総を，他方でデータ終潔における喜異議雲の危害主性を議室IJするのに滋望~~こ約断し

たシステムの認査と評{窓会行う。

2103.監査証拠の入手

会計監査役は，その職務の会般にわたって，証明を行うことができる合線約な基礎を形成するのに十分かつ滋ミ誌な監

査証拠を入手する。

そのために，会計監盗役は，とくに証拠資料に基づく検査，物理的観察，直後磯認，分析的調資といった様々な滋ま筆

談衡を実施する窃会計監主主筆役lふ監査調書に適用した皇室後技術の主義択線成後記載する。それらの技術後爽施する条件な

らびにそれらの適期範闘は会計監査役が自ら決定する。

2103-1経営者の申告

証拠収集の枠内で，会討議ま還を役;ふ特定の事項についTご雲義務の総治安芸義縫っけるのに必要ふ堅まわれる緩営者の申告を

得る。

2104.委託と監視

証明職務は会計監支援j交の{餓人的契約iこ基づ、いて実施される。しかし，室主査は一般に組織的多義務であり，会計監査役は

独立の補助者または簿門家によって橋佐されるかまたは代後さされることができる。会計監後f交はすべての言語務を委託す

ることはできず，業務自十隠そ遂行して所定の目的を遼成でおたことぞ確かめられるように，委託した語義務の適切な監督

を行う。

2105.業務の資料的援づけ

実施された監宝霊場資料"e'幾づけ，会計監査役の結論を支持するために，監査調書が作成立5れる。
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監査調書によって，職務をよりよく組織化および管理して，行使された正当な注意の証拠を提供することができる。

2106-1.内部監査人の業務の利用

内部監査人によって実施された業務を考慮するかと、うか，そしてどのような条件でそれが可能かについて判断するた

めに，会計監査役は，

企業内での内部監査の職能を調査する

内部監査人の業務および結論が会計監査役の職務の目的に適合するかどうかを適当な調査によって確かめる

ーそして，内部監査人の業務についての十分な資料を保存する

2106-2公認会計士の業務の利用

会計監査役は，公認会計士が行った業務についての情報を得るために連絡を取る。会計監査役は，公認会計士が行っ

た業務がどの程度自らの職務に役立ちそして考慮可能かを検討する。

2106-3.被連結企業の会計監査役の業務の利用

連結年度計算書類が法令・基準に準拠しかっ規定の適用が妥当で，連結に含まれる企業によって構成される集団の財

務状態およひ‘成果についての真実かっ公正な概観を与えていることを証明する職務と責任は，連結企業の会計監査役だ

けに帰属する。当該会計監査役は，連結範囲に入る企業の会計監査役が作成した監査報告書の内容を把握する。もし必

要と考えれば，交誼の規則を遵守しながら，被連結企業の会計監査役の監査調書を調査する。さらに， もし有用と判断

すれば，交誼の規則を遵守しながら，被連結企業における直接的な監査手続をどの程度実施するかを検討する。

連結企業の会計監査役と被連結企業の会計監査役との間で，とくに情報交換および定期的な接触を通じて，密接かっ

友好的な関係を維持しなければならない。

2106-4専門家の業務の利用

専門家が行った業務を利用するとき，会計監査役はそれを自らの職務に取り入れることが可能であることを示す証拠

を収集する。

会計監査役は，自らの責任において専門家の業務を利用する。

2107共同会計監査役聞の業務の調整

年度計算書類および連結計算書類の証明にそれぞれに責任をもっ共同会計監査役は，職務を共同で計画するために打

ち合わせを行い，業務について情報を交換し，そしてとくに監査調書をお互いに調査することによって両者の結論を照

合する。

2108.小規模企業に対する実施基準の適用

会計監査役の目的は企業の特性やとくにその規模とは無関係である。監査基準は，会計監査役がいかなる状況で職務

を行うとしても，その目的を達成できるような一般的な性格をもっている。したがって，会計監査役は企業の規模にか

かわらず同ーの基準を適用する。

これに対して，会計監査役は，一方で他の外部者，とくに公認会計士によって実施された業務を考慮し，他方で企業

の組織上の能力に起因する制約を制限できるように注意して，小規模企業の特性を考慮に入れたアプローチ，手続およ

び監査技術を適用する。

2109.初度監査時の期首貸借対照表に対する注意

初めて職務を行う会計期間の年度計算書類あるいは連結計算書類の証明について，会計監査役は，提出された計算書

類を証明するのに必要な正当な注意を払う。このために，会計監査役は，とくに当期の成果計算書が期首貸借対照表に

起因する重要な誤謬または正当性の認められない会計規則および方法の変更によって影響を受けていないことを確かめ

る。

212限定調査

年度(連結〕計算書類の限定調査は，会計監査役が監査について要求されるすべての手続を実施することなく，計算書
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類が適用可能な会計基準にしたがって作成されていないと考えさせるような重要な異常は発見されなかったとの結論を

f写ることを目的とする。

限定調査とは，主として情報の分析的調査を行い，そして企業の経営者およびすべての責任者との面談によって有用

と判断する情報を入手することである。

2121.中間決算の監査

会計監査役が中間決算に対する監査報告書を求められたときには，監査手続における中間決算の実施にかかわる特殊

な観点を考慮しながら，年度(または連結)計算書類の証明に関する基準を適用する。

2131中間決算

会計監査役が中間決算についての限定調査報告書を求められたときには，中間決算の特殊性を考慮に入れながら，年

度(連結)計算書類の限定調査の基準を適用する。

2132.予測成果計算書類および予測資金調達計画

会計監査役は，法第340-2条および第340同 3条を適用して，取締役会(または執行役会または支配人)宛の報告書にお

いて，予測成果計算書，予測資金計画ならびにそれらに添付される分析報告書に含まれる情報について必要な所見を示

す。

これらの書類に含まれる情報の検証は，限定調査の基準に依拠して行う。

2133.資金計算書

会計監査役は，法第340-2条および第340-3条を適用して，取締役会(または執行役会または支配人)宛の報告書にお

いて，資金計算書ならびにそれに添付される分析報告書に含まれる情報について必要な所見を示す。

これらの書類に含まれる情報の検証は，限定調査の基準に依拠して行う。

2134.活動および成果表

会計監査役は，法第341-1条および令第297-1条を適用して，関係する会社によって作成・公表される活動および成果

表ならびに半期報告書に含まれる情報の作成手続の妥当性を検証する。情報の作成手続の妥当性は，その首尾一貫性，

真実性および適切性に基づいて評価される。これらの検証は，主として分析的手続ならびに経営者との面談に基つ、いて

実施される。

2135.資金繰りの状況

会計監査役は，法第340-2条および第340-3条を適用して，取締役会(または執行役会または支配人)宛の報告書に

おいて，資金繰りの状況ならびにそれに添付される分析報告書に含まれる情報について必要な所見を示す。

これらの書類に含まれる情報の検証は，限定調査の基準に依拠して行う。

2141.規制された契約

会計監査役は，法第103条，第145条，第50条および第262-11条，そして場合によっては第105条および第147条を適用し

て，通知されたかまたは職務の際に発見した契約について情報を収集する。

会計監査役は，当該情報とそれらの基礎となる書類との合致を検証する。

会計監査役は，その他の契約を発見するために体系的な調査を実施する必要はない。

2142取締役または監査役会の構成員の所有株式

会計監査役は，法第97条または第132条を適用して，取締役または監査役会の構成員が所有しなければならない株式に

関する法規定の遵守に注意し，すべての違反を年次株主総会宛の監査報告書に記載する。

2143.株主聞の平等

会計監査役は，法第228条第4項を適用して，株主聞の平等が守られていることを確かめる。

2144.経営報告書

会計監査役は，法第228条第 3項を適用して，取締役会または執行役会の経営報告書において提供される財務状態およ
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び年度計算書類に関する情報の作成手続の妥当性ならびに年度計算書類との一致を検証する。

会計監査役は，検証の結論を株主総会宛の監査報告書に記載する。

2145.株主に送付される書類

会計監査役は，法第228条第 3項を適用して，株主に送付される書類において提供される財務状態および年度計算書類

に関する情報の作成手続の妥当性ならびに年度計算書類との一致を検証する。

会計監査役は，検証の結論を株主総会宛の監査報告書に記載する。

2146.最も多くの報酬を得る者の報酬

会計監査役は，法第168条第4号を適用して，従業員数が200人を超えるか否かに応じて，株式制会社によって作成さ

れる上位10人または 5人に支払われる報酬明細の「正確性を証明」する。

2147.資本参加および支配の獲得ならびに資本を所有する者の身元

会計監査役は，法第356条以下を適用して，資本参加および支配の獲得，自己支配に関する法律によって規定されてい

るいくつかの情報ならびに株式が規制市場での取引を認められているかまたは財務活動の近代化に関する 1996年 7月2

日付法律の第34条に規定されている証券売買市場の日常記録に記載されている会社については，資本または会社の議決

権所有者の身元を一般監査報告書に記載する。

会計監査役は，これらの情報と会社の書類との一致を検証する。

2148.租税一般法典第238条 2AAの対象となる税務上の控除を認められる金額の総額

会計監査役は，法第168条第 5号を適用して，租税一般法典第238条 2AAの対象となる税務上の控除を認められる金

額の合計額を証明する。

会計監査役は，法第168条および令第139条にしたがって，本社に登録される書類の上でこの証明を行う。

2149.0PCVMによって公表される定期的情報

会計監査役は， 1988年12月23日付法律の第29条を適用して，証券取引委員会によって定められた表に示されるような

資産構成の監査を行う。証券取引委員会の指示を適用して，会計監査役はまた， OPCVMによって公表される定期的書

類に含まれる情報を検証する。

これらの監査および検証は，限定調賓の基準に依拠して行う。

216株主総会への法令・基準違反および誤謬の報告

会計監査役は，法第233条を適用して，その職務遂行中に発見した法令・基準違反および誤謬を，次の場合に限り直近

の株主総会に報告する.

・職務の直接の対象に関係がある

.重要性がある

217.会計監査役と取締役会および経営者との関係

1966年7月24日付け法律の第230条に明示されている取締役会に対する報告に加えて，会計監査役はいつでも，そして

有用と判断する形で，その職務の遂行過程で明らかになった問題を調査するために経営者と連絡を取る。

「報告基準J

2501.年度計算書類に対する一般監査報告書

法第157条を適用し，令第193条の規定にしたがって，会計監査役はその一般監査報告書に職務の遂行について記述す

る。

会計監査役の一般監査報告書は，この基準に添付されている様式にしたがって作成される。

監査報告書には年度計算書類が添付される。

一般監査報告書において，会計監査役は，

年度計算書類が法令・基準に準拠しかっその適用が妥当であり，当期の活動成果ならびに当期末における会社の財
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務状態および財産についての真実かっ公正な概観を提供していることを証明する。会計監査役が限定付きで証明を行う

かあるいは証明の拒否を表明するときには，その理由とできればその影響を数値で明確に示す

ーもし必要があれば，年度計算書類の付属明細書に適切に示されている情報を強調するために，あらゆる有用な所見

を表明する

一特別な検証について報告し，場合によっては法によって定められた情報を記載する

一場合によっては，職務遂行の過程で発見した法令・基準違反および誤謬を指摘する

会計監査役は，その一般監査報告書において，次の事項を明示する，

一年度計算書類が権限のある機関によって作成されていること，および会計監査役はそれらの計算書類に対して意見

を表明するものであること

一監査職務の性質と目的

一職業基準にしたがって必要と思われる正当な注意を払ったこと，およびその正当な注意が意見表明にとっての合理

的な基礎を与えていること

2502.連結計算書類に対する監査報告書

法第157条を適用し，令第193条の規定にしたがって，会計監査役はその連結計算書類に対する監査報告書に職務の遂

行について記述する。

会計監査役の連結計算書類に対する監査報告書は，この基準に添付されている様式にしたがって作成される。

監査報告書には連結計算書類が添付される。

連結計算書類に対する監査報告書において，会計監査役は，

連結計算書類が法令・基準に準拠しかっその適用が妥当であり，当期の活動成果ならびに当期末における連結に含

まれる企業によって構成される集団の財務状態および財産についての真実かっ公正な概観を提供していることを証明す

る。会計監査役が限定付きで証明を行うかあるいは証明の拒否を表明するときには，その理由とできればその影響を数

値で明確に示す

ーもし必要があれば，連結計算書類の付属明細書に適切に示されている情報を強調するために，あらゆる有用な所見

を表明する

一特別な検証について報告し，場合によっては法によって定められた情報を記載する

一場合によっては，職務遂行の過程で発見した法令・基準違反および誤謬を指摘する

会計監査役は，その連結計算書類に対する監査報告書において，次の事項について明示する;

一連結計算書類が権限のある機関によって作成されていること，および会計監査役はそれらの計算書類に対して意見

を表明するものであること

一監査職務の性質と目的

-職業基準にしたがって必要と恩われる正当な注意を払ったこと，およびその正当な注意が意見表明にとっての合理

的な基礎を与えていること

2503.前期の限定および証明拒否の修復

前期の年度(または連結)計算書類に対する報告書が，限定付証明または証明拒否を行うものであるとき，会計監査役

は，当期の監査報告書にどのような影響がありうるかを判断するために，当期の年度(または連結)計算書類に対する当

該状況の予想される影響を調査する。

2504.比較数値

会計監査役は，比較のために与えられている前期の数値が正篠に転写されたことを確かめる。

会計監査役の証明は，当期の計算書類にだけ及ぶ。

会計監査役が比較数値の転写に異常を発見したときには，監査報告書への影響について検討する。
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2505後発事象

年度計算書類および連結計算書類の監査の枠内で，会計監査役は，当該計算書類に影響を与える可能性のある重要な

後発事象を識別できるように正当な注意を払う。

会計監査役が払うべき正当な注意は，業務計画において定められ，監査報告書の日付にできるだけ近い日まで行使さ

れる。

後発事象が識別されたとき，会計監査役は，当該事象が法令にしたがって適切に処理されていることを確かめ，そこ

から監査意見の表明に対して予想される結論を得る。

2506.会計規則および方法の変更

会計監査役が会計規則または方法の変更を発見したときには，それを分析し監査報告書への予想される適当な結論を

得る。

2507.経営の継続性

会計監査役は，年度(または連結)計算書類が経営の継続を前提とした会計慣行にしたがって作成されていることを

確かめる。

経営の継続性に未確定事項がある場合，または経営の継続が決定的な危機にさらされている場合，会計監査役は，そ

の状況の会計的表現が会計原則にしたがっているかどうかを調査する。場合によっては，会計監査役は，一般監査報告

書において考慮すべき影響を検討する。

251.中間決算の監査報告書

中間決算にかかわる会計監査役の報告書は，この基準に添付される様式にしたがって作成される。中間決算書類が当

該報告書に添付される。

この報告書において，会計監査役は，

一中間決算書類が法令・基準に準拠しかっその適用が妥当であり，当該期間の経営成果および当該期間末における企

業の財務状態および財産についての真実かっ公正な概観を提供していることを証明する。会計監査役が限定付き証明を

行うかまたは証明を拒否する場合には，その理由を明示し，できれば影響を数値で示す

一必要であれば，附属明細書に適切に表示されている情報を強調するために，あらゆる有用な所見を表明する

会計監査役は，その報告書において以下の事項を明示する;

一中間決算書類が企業の権限のある機関によって作成されたこと，および会計監査役は当該中間決算書類に意見を表

明するものであること

監査職務の性質および目的

職業基準にしたがって必要と思われる手続きを実施した旨，およびそれらが意見表明に関する基礎を提供している

こと

252.年度(または連結)計算書類に対する限定調査報告書

年度(または連結)計算書類の限定調査に対する会計監査役の報告書は，この基準に添付されている様式にしたがって

作成される。当該計算書類は報告書に添付される。

その報告書において，会計監査役は，

一年度〔または連結)計算書類の法令・基準準拠性および規定の適用の妥当性，ならびにそれらが当期の経営成果およ

び当期末における企業の財務状態および財産について提供する真実かっ公正な概観に疑義を生じさせるような重要な異

常は発見されなかった旨を述べる

限定付きで結論を述べる場合，あるいは否定的な結論を表明するかまたは結論を述べられない場合には，会計監査役

はその理由を明示し，もし可能ならば影響を数値で示す

もし必要ならば，年度(または連結)計算書類の附属明細書に適切に表示されている情報を強調するために，あらゆ
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る有用な所見を述べる

会計監査役は，その報告書において次の事項を明示する;

一年度(または連結)計算書類が企業の権限のある機関の責任において作成されていること，および会計監査役はそれ

らの計算書類に対して一つの結論を表明するものであること

一限定調査の性質および目的，ならびに当該調査は監査から得られるものよりも低い水準の保証を与えるものである

という事実

ー職業基準にしたがって必要と恩われる手続を実施した旨，およびこの結論が限定調査に基づいて表明されているこ

と

2521中間決算に対する限定調査報告書

中間決算の限定調査に対する会計監査役の報告書は，年度(または連結)計算書類の限定調査の基準によって規定され

ている原則にしたがって，この基準に添付されている様式に基づいて作成される。当該中間決算は報告書に添付される。

255.規制された契約に対する特別報告書

会計監査役は，法第103条，第145条，第50条および第262-11条，第105条ならびに第147条を適用して，規制された契約

について，それらを承認するために招集された株主または社員に情報を与えるための特別報告書を提出する。

この特別報告書を作成するために，会計監査役はこの基準に添付されている様式を用いる。

256法340-1条および340-2条に規定されたた書類に対する報告書

会計監査役は，法第340-1条および第340-2条を適用して，その報告書において企業が法の規定を遵守していないこと，

または法によって規定された書類およひ、報告書についての必要な所見を示す。

257.活動および成果表ならびに半期報告書の証明

会計監査役は，法第341-1条および令第297-1条を適用して，該当する会社によって作成・公表される活動および成果

表ならびに半期報告書において提供される情報の作成手続の妥当性を証明する。

会計監査役の証明は，この基準に添付される様式にしたがって行われる。

258.0.P.C.V.M.によって公表される定期情報の証明

会計監査役は， 1988年12月23日付法律の第29条ならびに証券取引委員会の指示を適用して， この基準に添付されてい

る様式にしたがって資産構成および O.P.C.V.Mによって公表される定期書類に含まれるその他の情報についての作成

手続の妥当性の証明書を作成する。

場合によっては，会計監査役は必要と判断する所見を表明し，公表される書類の中に発見された法令・基準違反およ

び誤謬について述べる。




